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法　律　相　談税　務　相　談

税理士　重光　善夫
家族法改正と離婚後の共同親権令和8年度　税制改正（所得税）について

弁護士　近藤　智仁

Q
今春より新たに導入された、離婚の際の共同親権について教えてください。

Q
今年の税制改正における個人に対する主な改正点を教えてください。

1．　これまで未成年の子がいる場合の離婚では、父母のどちらか一方のみが親権者となる「単独親
　権」しか認められていませんでした（旧民法第819条）。
　しかし、令和8年（2026年）4月1日（以下、「施行日」と言います）の改正法施行により、離婚後も
　父母の双方が親権者となる「共同親権」が新たな選択肢として加わり（民法第819条1項・2項）、
　離婚届出書の様式には「共同親権」欄が追加されました。
　未成年の子がいる場合、離婚届提出時には親権者を記載しなければ原則として受理されないこ
　とは改正前と同様ですが（民法第765条1項1号）、「離婚自体には合意しているが、親権で揉めて
　いる」という場合、家庭裁判所に親権者指定の調停や審判を申し立てていることを条件に、親権者
　を定めないまま先に離婚届を提出し、受理してもらうことも可能になりました（民法第765条1項
　2号）。これにより、親権争いのために離婚成立が長期化することを回避することができるように
　なりました。

2．　この「共同親権」は、離婚後も父母が協力して子育てに関わり、進学などの重要事項を冷静に　
　話し合える信頼関係が残っている場合に適しています。
　一方で、当事者の一方が調停等で「共同親権にしたい」と希望していても、相手からDVや子ども
　への虐待があった場合、父母の対立が極めて激しく、共同で意思決定をさせることが「子の心身に
害を及ぼす」と判断された場合等は、家庭裁判所の判断で強制的に「単独親権」が指定されます
　（民法第819条7項）。
　なお、父母の一方が単に「感情的に関わりたくない」という理由だけでは単独親権が認められ　
　るとは限らず、あくまで「子の利益」の観点から慎重に判断されます。

3．　次に、共同親権下で「できること」「できないこと」について説明します。
　共同親権を選んだ場合、進学先の選定や転校、大きな病気の手術、転居などの「重要事項」　　
　は、父母で話し合って決めるのが原則です。 
　しかし、同居して日常の世話をする親は、元配偶者の同意がなくても、次のことは自分の判断 
だけで決定できます（民法第824条の2）。

　• 日常の世話や教育（日常の行為）：日々の食事・世話、一般的な通院・習い事やその送迎、課外　　
　  活動への参加承諾など、生活に密着した事柄。

• 急迫の事情があるとき：緊急の手術が必要な場合や、DV等から逃れるための緊急避難、入学　
　  手続きの期限が切迫している場合など。

　　つまり、離れて暮らす親は、進学等の重要事項には関与できますが、このような「日常的な事柄」
　についてまで過度に干渉して決定を妨害することはできません。トラブルを未然に防ぐためにも、
　離婚時には監護の分担について取り決めておくことが望ましいでしょう（民法766条1項）。

A.A.

　今回の税制改正においては上記2点以外にも、

・ 住宅ローン控除の見直し（一定の既存住宅に係る借入限度額の引上げや床面積制限の変更等）

・ NISAの拡充（令和9年以降、17歳以下のつみたて投資枠が可能に）

・ 青色申告特別控除額の見直し（令和9年以降、控除額の区分が現行の10万円・55万円・65　   

  万円の３段階から帳簿要件等により0円・10万円・55万円・65万円・75万円の５段階に変更）

・ インボイス制度の経過措置の見直し（２割特例後の令和9,10年度における3割特例の創設）

  などの改正が行われています。

税理士
から一言

3月31日に成立した令和8年度の税制改正における所得税に関する大きな改正点は以下の２点
です。
① 基礎控除及び上乗せ特例控除の見直し
　　合計所得金額が２，３５０万円以下の基礎控除額が図のとおり改正されました。

②　給与所得控除の見直し
　　給与等の収入金額が220万円以下の給与所得控除額が図のとおり改正されました。

※上記所得金額にかかる住民税の基礎控除額は43万円で変更なし

　これらの見直しに伴う引上げにより、いわゆる「年収の壁」が現行の160万円から178万円となりま
す。令和6年までは130万円でしたので、その約1.37倍の増加となっています。

パンチ パンチ

パンチ パンチ

合計所得金額 令和7年 令和8・9年

給与等の収入金額

190万円以下

190万円超  220万円以下

令和7年

65万円

収入金額×30％＋8万円

令和8・9年

74万円

95万円

88万円 104万円
68万円

63万円 67万円

58万円 62万円

132万円以下

132万円超    336万円以下

336万円超    489万円以下

489万円超    655万円以下

655万円超 2,350万円以下


